
第 1 章

２ 節

1 施策

４　経費の区分 ５　事務事業の分類 ６　受益者負担

概要

14 　年度～　 22 年度

１２ １３

指標の推移（年度）
１６

120

１４ １５

100 448

（４）個別計画の概要

計画名

計画年次

・モデル期間…平成１４年１１月３０日～平成１６年３月
・実施団体　…１団体　勝坂東自治会（相模原市磯部）　中の約40世帯　※公募により選定
・導入機種　…松下電工（株）業務用生ごみイーターPG２０３０　（高温バイオ式　処理能力30kg/日）
・設置場所　…相模原市磯部２０８１（民地の無償提供）
・市負担部分…光熱費､処理機設置費、処理機リース代
・実施団体依頼部分…・処理機の維持管理（週1回の生成物の取り出し、及びフィルターの水洗い、周辺の清掃
等）・市への調査協力（4半期に１度の2週間ずつのごみ量調査、夏冬1回ずつのアンケート調査）

相模原市新一般廃棄物処理基本計
画

基本理念　ともにつくる資源循環型都市　さがみはら
基本方針　ごみの発生・排出を抑制する社会システムへの転換
　　　　　市民、事業者の自主的な取組みを促すシステムづくり

55.7対象の単位あたり経費 #DIV/0! #DIV/0! 72.6 49.7

80

予算（見込み）

387

大型生ごみ処理機の利用によ
り、どの位の生ごみの減量が
図られたかをみる。

モデル事業の実施世帯数の全
世帯に占める割合をみる。

生ごみ減量率

2,517
1人・0.3日

平成1４年度 平成１５年度
予　　算

― ―

40

指標名 指標式 指標設定の意図

モデル事業実
施規模

（実施時　1日平均生ごみ投入
量＊実施日数）／（H14　1日
平均生ごみ投入量17.82kg＊実
施日数122日）＊100

モデル事業実施世帯数／全世
帯数＊100

80

平成1３年度

年度

対　象　数

〔様式　１〕

９ 事業費等の年度別状況

活動指標

平成1２年度

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
７ 事業概要

事 務 事 業 評 価 表

平成１５年度

第

事業コード

特　定　財　源

決算（予算）額

人員・時間数
人　件　費

事
　
業
　
費 合　　計

その他経費

0

1団体、40世帯

リサイクル型社会の構築

リサイクルシステムの構築とごみの減量化・資源化

（１）事業の目的…何をどのように（どのような状態に）したいのか

３　事務の区分

基本施策名

施  策  名

第

1人・0.3日 1人・0.3日

2,9040

1,942

2,517

1,456

3,973 4,459

2,517

成果指標

事業開始年度

１ 総合計画における位置づけ

政  策  名 人と自然にやさしい地域社会をつくります

家庭から排出される生ごみの減量化･資源化の推進のため、世帯単位による取り組みで
ある、コンポスト化容器や電動式生ごみ処理機の購入助成事業と並行して、市民主体の
運営による、集団的な取り組みの可能性を検討する。

対象
数

（３）平成1４年度事業の内容…市が実際に行った事業の内容

公募で選考したモデル事
業実施団体

〔金額単位：千円〕

平成１６年度

― ― 0 0 0

決　　算 決　　算 決　　算

記入年月日 平成15年3月10日

８　評価指標…事業の目的達成度を計るための指標 15,16年度は目標値

21210

リサイクル担当部課名 ごみ減量推進

電話 042－769－8245

事務事業名 大型生ごみ処理機導入モデル事業

１～１１までは、担当課による評価

Ⅱ

自治事務 投資的経費 市単独事業 なし

環境事業部 課 班

14



高 中 低

高 中 低

高 中 低

削減額 千円

1

事業費削減のために取り得る手段と削減額

Ｂ：一部適応していない

Ｃ：適応していない

説明
今年度は、順調に進行しているので、現段階までは達成していると言えるが、来年度はさらに
拡大してモデル実施することになっているので、総合的な評価はその後の検証が待たれる。

Ｃ：公平でない

Ａ：有効である

Ａ：達成している

Ｂ：一部達成していない

Ｃ：達成していない

チェック
項目

評　価
チェック項

目

成果向上の余地

（３）有効性

評 価

（４）効率性

評　価

チェック
項目

・市民や社会のニーズにかなっている

・状況の変化（対象や内容）に対応している

・当初設定した事業目的が達成されていない

・国、県、民間、市民との役割分担から見て、市が事業を行う必要がある

一般ごみの中で、厨芥類の占める割合は約4割にも達し、家庭から出る生ごみの減
量化施策の推進は急務である。

説明

・上位の施策、計画目的達成のために有効であるチェック項
目 ・期待された成果が得られている

他市の同様の取り組みでは、選任の管理者を配置したり、担当職員が日常の維持
管理に相当の時間を費やしている場合が多いが、本事業は実施団体内の自主的
な住民管理のもとに運営され、その点でも理想的であると言える。

・対象者と非対象者との不公平・不均衡は、妥当な範囲である

・受益者の費用負担は適正である

Ｃ：有効ではない
説明

集団による生ごみ減量の取り組みは、世帯単位のそれよりも経費負担の面や、管理
のし易さの面などからメリットが大きく、今後の施策の拡大に期待が持てる成果が得
られている。

実施団体は、全市民に公募した中から選出し、機会の平等を図った。

Ｂ：一部有効でない

Ａ：適応している

Ａ：公平である

Ａ：優れている

Ｂ：一部改善の余地がある

・対象者の設定は適切である（年齢や所得等を考慮している）

・予算や人員に見合った効果が得られている

継　    続

・成果指標の達成度

・活動指標の達成度

・事業目標の達成度

・他市と比べてコストや効率性が優れている

・他の類似事例と比べてコストや効率性が優れている

・同一対象者に対して同種のサービスが重複していない

説明

チェック
項目Ｃ：改善の余地がある

今後の進め方

手段

モデル事業で、現段階でもかなり絞り込んだ予算で実施
しているため、これ以上の削減は難しいと考えられる。

（５）公平性

2

総合評価に関する説明

★ ★ ★ ★ ★

Ｂ：一部公平でない

説明：

他自治体の類似事業との比較

このモデル事業により、課題が整理され、導入
効果を実証することで、大型処理機の設置拡
大に向けた、新たな助成制度や融資制度の創
設につなぎ、より一層の生ごみ減量効果が期
待できる。

１１　総合評価

県内各市や近隣市では、市営住宅や市立小学校等の一部にに大型生ごみ処理機を導入して
いるケースが多く、本市のように、戸建て世帯中心の中心の自治会内に設置し、住民主体によ
る管理運営で導入している例はない。ただし、県内では１市、秦野市が、大型生ごみ処理機の
設置に対する助成制度を創設しており、今後、家庭用の生ごみ処理機購入助成制度と並行し
て、導入する自治体が増えてくるものと思われる。

  

評 価

評 価

1

ない

10　個別評価

評 価

（２）必要性

（１）達成度

ある

説明

廃     止

完了・廃止済

１２　二次評価コメント

このモデル事業は、市民の自主的な取り組みを基本に、大型生ごみ処理機を設置・導入
した場合の課題の整理や、導入効果等を実証するために行っているため、設定期間中の
継続実施は不可欠であり、これを大型生ごみ処理機の設置拡大に向けた、新たな助成制
度や融資制度の創設につなぎ、より一層の生ごみ減量効果が期待できる。ただし、大型
生ごみ処理機の性能は日進月歩であり、よく情報収集し、より処理能力に優れ、ランニ
ングコストが低額で維持できる機種を選定しなければならない。

見　直　し

AAA

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ


	事業評価表 (表)

